
（別紙様式１）

　  　　 　　　公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく競争入札に係る情報の公表（公共工事）

公 共 工 事 の 名 称 、 場 所 、 期 間 及 び 種 別
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及び
所在地

契約を締結
した日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

法 人 番 号
一般競争入札・指
名競争入札の別
(総合評価の実施)

予　定　価　格 契　約　金　額 落札率 備　　考

東京港監督補助業務 分任支出負担行為担当官

東京港の対象工事現場 東京港湾事務所長

Ｈ２９．４．３～Ｈ３１．３．３１ 東京港湾事務所

建設コンサルタント等 東京都江東区新木場１－６－２５

東京港施工状況確認補助業務 分任支出負担行為担当官

東京港の対象工事現場（調査現場を含む）及び調査職員が指定する場所 東京港湾事務所長

Ｈ２９．４．３～Ｈ３１．３．３１ 東京港湾事務所

建設コンサルタント等 東京都江東区新木場１－６－２５

東京港施工及び調査関係資料作成業務 分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

Ｈ２９．４．３～Ｈ３０．３．３０ 東京港湾事務所

建設コンサルタント等 東京都江東区新木場１－６－２５

東京港臨港道路南北線整備検討業務 分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

Ｈ２９．５．１～Ｈ３０．３．１５ 東京港湾事務所

建設コンサルタント等 東京都江東区新木場１－６－２５

東京港建設資材価格等調査 分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

Ｈ２９．６．７～Ｈ３０．３．２３ 東京港湾事務所

建設コンサルタント等 東京都江東区新木場１－６－２５

東京港中央防波堤外側地区航路・泊地（－１６ｍ）水路測量 分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

Ｈ２９．８．１４～Ｈ２９．１１．３０ 東京港湾事務所

建設コンサルタント等 東京都江東区新木場１－６－２５

東京港鋼管杭撤去工事 分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

Ｈ２９．１０．１０～Ｈ３０．１．２９ 東京港湾事務所

空港等土木工事 東京都江東区新木場１－６－２５

東京港臨港道路南北線海上トンネル部実施設計 分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

Ｈ２９．１１．１６～Ｈ３０．３．２３ 東京港湾事務所

建設コンサルタント等 東京都江東区新木場１－６－２５

（株）オリエンタルコンサルタンツ
指名競争入札
（簡易公募型競争入

札）（総合評価）

平成２９年７月分　　該当なし

95.1%

H29.4.3
一般競争入札

（総合評価）
209,048,639

412,745,040

120,960,000

5010401047320
東京都千代田区内神田１－８－１

198,396,000 94.9%
(株)ポルテック

28,080,000

H29.4.3

一般競争
（総合評価）

33,739,322

H29.8.14

392,040,000
東京都千代田区霞が関３－３－１

東京都江東区青海２－４－２４

3,340,504

9120001077496

東京都中央区日本橋大伝馬町１１－８

東京都中央区日本橋堀留町１－３－１７

94.7%H29.11.16

95.0%

80.8%

4011001005165

95.2%127,018,872

98.9%

5010005002705

三洋テクノマリン（株）
指名競争入札
（簡易公募型競争入

札）（総合評価）

28,402,9714011001005165

（一財）港湾空港総合技術センター 一般競争入札
（総合評価）

H29.4.3
（一財）港湾空港総合技術センター 一般競争入札

（総合評価）

H29.5.1
指名競争入札

（簡易公募型競争入

札）（総合評価）

2010001044539

5010005002705
東京都千代田区霞が関３－３－１

(株)オリエンタルコンサルタンツ
東京都渋谷区本町３－１２－１

93.7%6010005018675

H29.9.6
東洋建設（株）

H29.6.7
（一財）建設物価調査会 一般競争入札

（総合評価）
8,318,268 7,797,600

32,076,000

2,700,000

平成２９年１０月分　　該当なし

平成２９年１２月分　　該当なし

東京都渋谷区本町３－１２－１
15,175,203 14,364,000



（別紙様式１）

　  　　 　　　公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく競争入札に係る情報の公表（公共工事）

公 共 工 事 の 名 称 、 場 所 、 期 間 及 び 種 別
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及び
所在地

契約を締結
した日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

法 人 番 号
一般競争入札・指
名競争入札の別
(総合評価の実施)

予　定　価　格 契　約　金　額 落札率 備　　考

平成３０年３月分　　該当なし

平成３０年１月分　　該当なし

平成３０年２月分　　該当なし



（別紙様式２）

　   　　　　　　　公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（公共工事）

公共工事の名称、場所、期間及び種別
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及
び所在地

契約を締結
した日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

法 人 番 号
随意契約によることとした会計
法令の根拠条文及び理由（企
画競争又は公募）

予　定　価　格 契　約　金　額 落札率
再就職
の役員
数

備　　考

東京港臨港道路南北線他環境調査 分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

Ｈ２９．４．１４～Ｈ３０．３．２３ 東京港湾事務所 東京都中央区日本橋堀留町１－３－１７

建設コンサルタント等 東京都江東区新木場１－６－２５

東京港臨港道路南北線船舶航行安全対策検討業務 分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

Ｈ２９．８．７～Ｈ３０．３．１６ 東京港湾事務所

建設コンサルタント等 東京都江東区新木場１－６－２５

東京港臨港道路技術検討業務 分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

Ｈ２９．９．１９～Ｈ３０．３．２３ 東京港湾事務所

建設コンサルタント等 東京都江東区新木場１－６－２５

平成３０年３月分　　該当なし

平成２９年５月分　　該当なし

H29.4.14
会計法29-3-4

理由は別紙２－１のとおり
（簡易公募型プロポーザル）

2010001044539 48,924,000 99.3%49,286,699

平成２９年７月分　　該当なし

H29.8.7
（公社）東京湾海難防止協会

会計法29-3-4
理由は別紙２－２のとおり
（簡易公募型プロポーザル）

9,953,418 9,951,120 99.9%
横浜市中区海岸通り３－９

1020005009686

H29.9.19
（一財）沿岸技術研究センター

会計法29-3-4
理由は別紙２－３のとおり
（簡易公募型プロポーザル）

26,124,358 26,082,000
東京都港区西新橋１－１４－２

99.8%2010005018571

平成２９年６月分　　該当なし

平成２９年１０月分　　該当なし

平成２９年１２月分　　該当なし

三洋テクノマリン（株）

平成２９年１１月分　　該当なし

平成３０年１月分　　該当なし

平成３０年２月分　　該当なし



平成 2９年度 

 

東京港湾事務所 

 

随 意 契 約 理 由 書 

 

（件 名） 東京港臨港道路南北線他環境調査   

 

 

本件は、下記の理由により三洋テクノマリン（株）と随意契約致したい。 

 

記 

 

  本業務は、東京港臨港道路南北線の整備に際して、東京都環境影響評価条

例に基づく環境影響評価の手続きのため、現地調査及び資料作成を行うもので

ある。 

 環境影響評価の実施には、当該事業の計画・施設構造・施工方法等だけでは

なく、周辺地域で実施される本事業に影響する他事業の動向も重要となる。  

当業務対象事業である東京港臨港道路南北線や東京港中央防波堤外側地区岸

壁(-16m)の周辺地域において２０２０年東京オリンピック・パラリンピックに

係る会場建設事業や東京都発注の道路事業が並行して実施される。また、東京

港臨港道路南北線工事は全体工程が厳しく、複数の工事と輻輳しながら事業が

進められている。 

 このような調査条件の基で、安全かつ確実な調査を実施することや、事後調

査の実施時期を適切に選定し他事業の環境負荷を考慮した予測評価内容を検証

する必要がある。 

そのため、簡易公募に準じた総合評価型プロポーザル方式により、以下の特

定テーマについて技術提案を求めた。 

「工事施工中における事後調査実施時の留意事項について」 

 本業務実施に係るプロポーザル方式により提案された技術提案書を建設コン

サルタント等選定委員会において評価選定した結果、主体的な情報収集・確認

により工事の施工状況や環境影響項目毎の特性から調査方法や調査時期の選定

をする等、優れた技術提案を行った三洋テクノマリン（株）を特定した。本業

務の実施方針及び、特定テーマに対する技術提案についてヒアリングを行い総

合的に判断した結果、他事業等に伴う環境影響を考慮した推定方法等、幅広く

高度な知識を有し本業務を実施することが適当であるとされたものである。 
よって、会計法第 29 条の３第４項により、三洋テクノマリン（株）と随意

契約をするものである。 

j83ab-noguchi
テキストボックス
別紙２－１



平成２9 年度 

東京港湾事務所 

随 意 契 約 理 由 書 

（件名） 東京港臨港道路南北線船舶航行安全対策検討業務 

本件は、下記の理由により公益社団法人東京湾海難防止協会と随意契約致したい。 

記 

 本業務は東京港１０号地その２～中央防波堤外側地区臨港道路整備事業等の施工場所周

辺海域を航行する船舶に及ぼす影響及び船舶航行の安全確保のために必要な対策について、

学識経験者、海事関係者並びに関係官公庁等で構成する委員会を設置し検討するものであ

る。 

 船舶航行安全の検討にあたっては、海難防止に関する専門的な知見並びに東京港におけ

る船舶の航行管制及び航行実態に精通し、海上工事に伴う一般船舶の航行安全や海難防止

等に関する高度な技術力を有していることが必要である。 

 よって、海難防止に関する専門的な知見や航行安全等に関する高度な技術力を有する者

から広く知見を求め、業務内容に反映することにより、幅広く高度な検討を行うことが期

待できる。そのため、簡易公募型プロポーザル方式により、以下の特定テーマについて技

術提案を求めた。 

「沈埋函沈設に関連する施工を行う上での船舶航行安全確保のための留意点」 

本業務実施に係るプロポーザル方式により提案された技術提案書を建設コンサルタント

等選定委員会において評価選定した結果、一般船舶の通航路に近接した施工場所の特性を

把握し、航走波の影響に着目する等、優れた技術提案を行った公益社団法人東京湾海難防

止協会を特定した。本業務の実施方針及び、特定テーマに対する技術提案についてヒアリ

ングを行い総合的に判断した結果、幅広く高度な知識を有し本業務を実施することが適当

であるとされたものである。 

 よって、会計法第 29 条の３第４項により、公益社団法人東京湾海難防止協会と随意契

約をするものである。 

h83ab-minowa
テキストボックス
別紙２－２



平成２9 年度 

東京港湾事務所 

 

随 意 契 約 理 由 書 

 

 

（件名） 東京港臨港道路技術検討業務  

 

 

本件は、下記の理由により一般財団法人沿岸技術研究センターと随意契約致したい。 

 

記 

 

 本業務は、近隣の臨港道路における維持管理計画を参考に、東京港臨港道路南北線にお

ける維持管理計画を策定するために、学識経験者及び関係官公庁等で構成する検討会を開

催し、技術検討を行うものである。 

 東京港臨港道路南北線は、東京港の臨海交通ネットワークにおける重要な施設であると

ともに、沈埋函方式の海底トンネルとして施工実績の少ない構造物であるため、専門的な

知識と技術力が必要である。また東京ゲートブリッジにおけるモニタリングシステムを活

用した維持管理計画の検討・更新、及び東京港臨港道路南北線における維持管理計画の検

討にあたり、学識経験者及び関係官公庁等構成する検討会を開催し、審議結果を適切に維

持管理計画に反映させるため、豊富な経験が必要である。 

 よって、沈埋トンネルに関する専門的な知識と技術力や検討会運営等に関する豊富な経

験を有する者から広く知見を求め、業務内容に反映することにより、幅広く高度な検討を

行うことが期待できる。そのため、簡易公募型プロポーザル方式により、以下の特定テー

マについて技術提案を求めた。 

「東京港臨港道路南北線における維持管理計画の検討を行う上での留意点」 

本業務実施に係るプロポーザル方式により提案された技術提案書を建設コンサルタント

等選定委員会において評価選定した結果、本施設の構造特性、各種設計条件及び設計思想

を把握し、維持管理計画の検討を行う上での留意点を提案する等、優れた技術提案を行っ

た一般財団法人沿岸技術研究センターを特定した。本業務の実施方針及び、特定テーマに

対する技術提案についてヒアリングを行い総合的に判断した結果、幅広く高度な知識を有

し本業務を実施することが適当であるとされたものである。 

 よって、会計法第 29 条の３第４項により、一般財団法人沿岸技術研究センターと随意

契約をするものである。 

h83ab-minowa
テキストボックス
別紙２－3



（別紙様式３）

　  　　 　　　公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく競争入札に係る情報の公表（物品役務等）

物 品 役 務 等 の 名 称 及 び 数 量
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及
び所在地

契約を締結
した日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

法 人 番 号
一般競争入札・指
名競争入札の別
(総合評価の実施)

予　定　価　格 契　約　金　額 落札率 備　　考

分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

東京港湾事務所

東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

東京港湾事務所

東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

東京港湾事務所

東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

東京港湾事務所

東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

東京港湾事務所

東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

東京港湾事務所

東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

東京港湾事務所

東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

東京港湾事務所

東京都江東区新木場１－６ー２５

1020001058968

2010601040490

5010401047320

1040002096420

5020001015536

3010401016070

3011702012196

82.5%1,053,000

平成２９年５月分　該当なし

94.3%

751,680 92.1%

902,016

横浜市西区伊勢町１－１５
507,291

851,040

一般競争入札
１月当たり

一般競争入札

59.4%1,998,713 1,187,136
千葉県我孫子市南新木４－２３－２
－１０３

一般競争入札

1,030,320 66.2%

100.0%
（株）トシダ

綜合警備保障（株）
東京都港区元赤坂１－６－６

59.9%

85,277

一般競争入札 1,557,360

三陽自動車(株)
一般競争入札

１月当たり

507,291

１月当たり

99.3%

東京都江東区深川２-６-１１
１月当たり

1,084,442 649,080

一般競争入札
供用１日当たり

東京都千代田区内神田１－８－１
供用１日当たり

84,672

（株）ポルテック

（有）総合ビルメンテナンス

東京港湾事務所庁舎機械警備

東京港湾事務所庁舎清掃

H29.4.3

H29.4.3

H29.4.3東京港複合機保守及び消耗品等料金

H29.4.3

H29.4.3

東京港「江戸」運航

東京港湾事務所小型貨物自動車借上 H29.4.3

ニッポンレンタカーアーバンネット
（株）
東京都千代田区神田紺屋町１７番
地

816,480

東京港湾事務所マイクロバス借上 H29.4.3
(有)豊自動車交通
東京都江戸川区鹿骨２－２８－７

一般競争入札

単価契約

¥7,788,960

単価契約

¥22,370,580

単価契約

¥6,087,492

東京港湾事務所車両管理業務

平成２９年６月分　該当なし

平成２９年７月分　該当なし

東京港シュレッダー他購入 1,275,188
（株）トシダ

一般競争入札5020001015536H29.8.7
横浜市西区伊勢町１－１５

平成２９年９月分　該当なし



（別紙様式３）

　  　　 　　　公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく競争入札に係る情報の公表（物品役務等）

物 品 役 務 等 の 名 称 及 び 数 量
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及
び所在地

契約を締結
した日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

法 人 番 号
一般競争入札・指
名競争入札の別
(総合評価の実施)

予　定　価　格 契　約　金　額 落札率 備　　考

分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

東京港湾事務所

東京都江東区新木場１－６ー２５

3011101055078
供用１日当たり

98,896

供用１日当たり
81.9%

平成３０年３月分　該当なし

平成３０年２月分　該当なし

東京都中央区日本橋室町四丁目
１番６号 81,000

単価契約

¥2,430,000
東京港港湾業務艇用船 H30.1.17

東亜建設工業（株）東京支店
一般競争入札

平成２９年１２月分　該当なし

平成２９年１１月分　該当なし

平成２９年１０月分　該当なし



（別紙様式４）

　   　　　　　　　公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）

物 品 役 務 等 の 名 称 及 び 数 量
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及
び所在地

契約を締結
した日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

法 人 番 号
随意契約によることとした会
計法令の根拠条文及び理由
（企画競争又は公募）

予　定　価　格 契　約　金　額 落札率
再就職
の役員
数

備　　考

分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

東京港湾事務所

東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

東京港湾事務所

東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

東京港湾事務所

東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

東京港湾事務所

東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

東京港湾事務所

東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

東京港湾事務所

東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

東京港湾事務所

東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

東京港湾事務所

東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

東京港湾事務所

東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

東京港湾事務所

東京都江東区新木場１－６－２５

平成２９年６月分　該当なし

東京木材埠頭株式会社

平成２９年５月分　該当なし

土地使用料
(東京港臨港道路南北線用地借上)

H29.4.3

土地使用料及び係留施設使用料

東京都江東区若洲１－５－８
9010601019644

千葉県船橋市高瀬町１１

15号地木材ふ頭の管理運営費分担金 H29.4.3

建物使用料 H29.4.3

68,766,480
東京都江東区青海２－４－２４

建物使用料 H29.4.3
アサガミ(株)東京海運支店 会計法第29条の３第４項

理由は別紙4－3のとおり
2,255,0402010001035562

東京港埠頭(株) 会計法第29条の３第４項
理由は別紙4－2のとおり

68,766,480

東京都港区芝浦２－２－１８

京葉ユーティリティ(株)

会計法第29条の３第４項
理由は別紙4－4のとおり

2,255,040

22,777,920

東京都港区港南三丁目９－５６

8000020130001

土地使用料（中防内側地区・その１） H29.4.3 予決令第99条第16
号8000020130001

土地使用料（１０号地その２地区・その１）

H29.4.3
東京都東京港管理事務所

東京都港区港南三丁目９－５６

103,245,120

22,777,920

予決令第99条第16
号

土地使用料（１５号地地区） 41,448,0008000020130001

土地使用料（１０号地その２地区・その２）

H29.4.3
東京都東京港管理事務所

予決令第99条第16
号

100.0%

100.0%

100.0%41,448,000

100.0%

37,540,800

103,245,120

H29.4.3
東京都東京港管理事務所

東京都港区港南三丁目９－５６

予決令第99条第16
号

会計法第29条の３第４項
理由は別紙4－6のとおり

1010401020090

H29.4.3

東京都港区港南三丁目９－５６

37,540,800

会計法第29条の３第４項
理由は別紙4－5のとおり

3010601034839

東海海運(株)

100.0%

100.0%

100.0%

2,255,040
東京都江東区青海４－７－６

43,416,000

66,962,385

43,416,000 100.0%

2,255,040

66,962,385

2,086,695 100.0%東京港港湾業務艇桟橋使用料 H29.4.3
新木場二丁目地区建設業協議会

－ 会計法第29条の３第４項
理由は別紙4-1のとおり

2,086,695

※契約金額欄
に記載の金額
は、使用予定数
量に基づいて
算出した額

東京都江東区新木場２－３－１

9040001019259

8000020130001

東京都東京港管理事務所

100.0%



（別紙様式４）

　   　　　　　　　公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）

物 品 役 務 等 の 名 称 及 び 数 量
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及
び所在地

契約を締結
した日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

法 人 番 号
随意契約によることとした会
計法令の根拠条文及び理由
（企画競争又は公募）

予　定　価　格 契　約　金　額 落札率
再就職
の役員
数

備　　考

分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

東京港湾事務所

東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

東京港湾事務所

東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

東京港湾事務所

東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

東京港湾事務所

東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

東京港湾事務所

東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

東京港湾事務所

東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

東京港湾事務所

東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

東京港湾事務所

東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

東京港湾事務所

東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

東京港湾事務所

東京都江東区新木場１－６－２５

8000020130001

8000020130001

8000020130001

8000020130001

9,504,180

100.0%
東京都港区港南三丁目９－５６

土地使用料（中防内側地区・その９）

21,917,916
東京都港区港南三丁目９－５６

100.0%

H29.10.20
東京都東京港管理事務所

予決令第99条第16
号 21,403,320 21,403,320

3,702,084

予決令第99条第16
号 2,268,000 2,268,000
東京都港区港南三丁目９－５６

100.0%
東京都港区港南三丁目９－５６

8000020130001

8000020130001

8000020130001

8000020130001 3,702,084

土地使用料（中防内側地区・その４） H29.10.20
東京都東京港管理事務所

予決令第99条第16
号

係留施設使用料 H29.8.28
京葉ユーティリティ(株) 会計法第29条の３第４項

理由は別紙4－7のとおり

土地使用料（中防内側地区・その２）

7,358,940

15,187,557

8000020130001

千葉県船橋市高瀬町１１
15,187,557 100.0%

土地使用料（中防内側地区・その３） H29.10.20
東京都東京港管理事務所

予決令第99条第16
号 9,173,808

平成２９年度９月分　該当なし

9,173,808

予決令第99条第16
号H29.10.20

平成２９年７月分　該当なし

100.0%
東京都港区港南三丁目９－５６

100.0%
東京都港区港南三丁目９－５６

100.0%

12,847,524 100.0%
東京都東京港管理事務所

東京都港区港南三丁目９－５６

予決令第99条第16
号

12,847,524

7,358,940

東京都港区港南三丁目９－５６

土地使用料（中防内側地区・その５）

土地使用料（中防内側地区・その７） H29.10.20
東京都東京港管理事務所

H29.10.20
東京都東京港管理事務所

土地使用料（中防内側地区・その６） H29.10.20
東京都東京港管理事務所

予決令第99条第16
号 18,302,520

9,504,180

土地使用料（中防内側地区・その８） H29.10.20
東京都東京港管理事務所

土地使用料（中防内側地区・その１０） H29.10.20
東京都東京港管理事務所

予決令第99条第16
号 21,917,916

東京都港区港南三丁目９－５６
予決令第99条第16
号

9040001019259

100.0%

100.0%

18,302,520



（別紙様式４）

　   　　　　　　　公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）

物 品 役 務 等 の 名 称 及 び 数 量
契約担当官等の氏名並びに
その所属する部局の名称及
び所在地

契約を締結
した日

契 約 の 相 手 方 の 商 号
又 は 名 称 及 び 住 所

法 人 番 号
随意契約によることとした会
計法令の根拠条文及び理由
（企画競争又は公募）

予　定　価　格 契　約　金　額 落札率
再就職
の役員
数

備　　考

分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

東京港湾事務所

東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

東京港湾事務所

東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

東京港湾事務所

東京都江東区新木場１－６－２５

分任支出負担行為担当官

東京港湾事務所長

東京港湾事務所

東京都江東区新木場１－６－２５

8000020130001

土地使用料（中防内側地区・その１２） H29.10.20

予決令第99条第16
号 2,562,300

7,872,942 100.0%

土地使用料（中防外側地区・その１） H29.10.20
東京都東京港管理事務所

2,562,300 100.0%
東京都港区港南三丁目９－５６

東京都港区港南三丁目９－５６

土地使用料（中防内側地区・その１１） H29.10.20
東京都東京港管理事務所

東京都港区港南三丁目９－５６

平成２９年１１月分　該当なし

予決令第99条第16
号

8000020130001

8000020130001

東京都東京港管理事務所
予決令第99条第16
号 7,872,942

7,182,000 7,182,000

平成２９年１２月分　該当なし

100.0%

平成３０年１月分　該当なし

9120001077496東京港特定外来生物定着防止緊急業務 H30.2.16
東洋建設（株） 会計法第29条の３第４項

予決令102条の４第３号
理由は別紙4－8のとおり

11,143,720 10,800,000 96.9%
東京都江東区青海２－４－２４

平成３０年３月分　該当なし



j83ab-noguchi
ノート注釈
j83ab-noguchi : Unmarked

j83ab-noguchi
テキストボックス
別紙４－１



平成 29年度 

東京港湾 

随意契約理由書 

（件名）土地使用料（東京港臨港道路南北線用地借上） 

本件は、下記の理由により、東京港埠頭株式会社と随意契約致したい。 

記 

本業務は、東京港１０号地その２ふ頭において実施中の東京港臨港道路南北線整
備事業にて使用する作業ヤードの借上を行うものである。 

当該事業の作業ヤードは、限られた工期の中で速やかに事業を進めるため、事 
業用地と隣接していることが必須である。上記の条件をもとに作業ヤードとして 
適切な物件を調査したところ、東京港埠頭株式会社所有の当該物件以外に適切な 
物件はなかったため、東京港埠頭株式会社を特定した。 

よって、会計法第 29 条の 3 第 4 項により、東京港埠頭株式会社と随意契約す 
ることとする。 

j83ab-noguchi
ノート注釈
j83ab-noguchi : Accepted

j83ab-noguchi
ノート注釈
j83ab-noguchi : Accepted

j83ab-noguchi
ノート注釈
j83ab-noguchi : None

j83ab-noguchi
ノート注釈
j83ab-noguchi : Unmarked

j83ab-noguchi
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平成２９年度 

東京港湾 

随意契約理由書 

（件名） 建物使用料  

本件は、下記の理由により、アサガミ株式会社と随意契約致したい。 

記 

 本業務は、東京港臨港道路南北線整備事業における安全対策に必要な、ライトメール

（工事情報及び管制信号情報表示電光板）の設置に使用する物件を借上げるものである。 

 当該事業の海上工事に伴い、周辺海域では大規模な航行規制を行う必要がある。一般

船舶の安全確保を目的に、周辺岸壁を利用する船舶及び航行する船舶に、工事情報及び

航路状況を伝達するため、ライトメールを設置することが必須である。対象岸壁等から

視認できる設置場所として適切な物件を調査したところ、アサガミ株式会社の該当物件

が最適であるため、アサガミ株式会社を特定した。 

 よって、会計法第２９条の３第４項により、アサガミ株式会社と随意契約することと

する。 

以上 

j83ab-noguchi
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平成２９年度 

 

東京港湾 

 

随意契約理由書 

 

 

 

（件名） 建物使用料   

 

 

 

本件は、下記の理由により、東海海運株式会社と随意契約致したい。 

 

 

記 

 

 

 本業務は、東京港臨港道路南北線整備事業における安全対策に必要な、ライトメール

（工事情報及び管制信号情報表示電光板）の設置に使用する物件を借上げるものである。 

 

 当該事業の海上工事に伴い、周辺海域では大規模な航行規制を行う必要がある。一般

船舶の安全確保を目的に、周辺岸壁を利用する船舶及び航行する船舶に、工事情報及び

航路状況を伝達するため、ライトメールを設置することが必須である。対象岸壁等から

視認できる設置場所として適切な物件を調査したところ、東海海運株式会社の該当物件

が最適であるため、東海海運株式会社を特定した。 

 

 よって、会計法第２９条の３第４項により、東海海運株式会社と随意契約することと

する。 

 

 

以上 
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平成 29年度 

東京港湾 

随意契約理由書 

（件名）土地使用料及び係留施設使用料 

本件は、下記の理由により、京葉ユーティリティ株式会社と随意契約致したい。 

記 

本業務は、東京港臨港道路南北線整備事業にて必要な、沈埋函浮遊打設作業用の
土地及び係留施設を借上げるものである。 

当該事業の沈埋函浮遊打設作業用の土地及び係留施設は、限られた工期の中で速
やかに事業を進めるため、静穏度の高い環境下で浮遊打設作業ができる面積及び沈
埋函を係留できる水深を有することが必須である。上記の条件をもとに沈埋函浮遊
打設作業用の土地及び係留施設として適切なものを調査したところ、京葉ユーティ
リティ株式会社所有の当該土地及び係留施設以外に適切なものはなかったため、京
葉ユーティリティ株式会社を特定した。

よって、会計法第 29 条の 3 第 4 項により、京葉ユーティリティ株式会社と随
意契約することとする。 

j83ab-noguchi
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平成 29年度 

東京港湾 

随意契約理由書 

（件名）１５号地木材ふ頭の管理運営費分担金 

記 

本案件は、東京港臨港道路南北線整備事業にて必要な、沈埋函浮遊打設作業用の
係留施設を使用するため管理運営費の一部を負担するものである。 

当該事業の沈埋函浮遊打設作業用の係留施設は、限られた工期の中で速やかに事
業を進めるため、静穏度の高い環境下で浮遊打設作業ができる面積及び沈埋函を係
留できる水深を有することが必須である。上記の条件をもとに沈埋函浮遊打設作業
用の係留施設として適切なものを調査したところ、１５号地木材ふ頭の係留施設以
外に適切なものはない。 

１５号地木材ふ頭は木材の優先ふ頭であり、東京木材埠頭株式会社が東京都より
使用許可を受け、管理運営しているふ頭である。本ふ頭の係留施設使用にあたり施
設使用料は発生しないが、当該ふ頭を管理するために要する費用の一部を負担する
ことで使用の合意を得た。 

よって、会計法第 29 条の 3 第 4 項により、東京木材埠頭株式会社と随意契約
することとする。 

j83ab-noguchi
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平成 29年度 
 

 

東京港湾 
 

 

随意契約理由書 
 

 

 

 

 

（件名）係留施設使用料 
 

 

 
 

本件は、下記の理由により、京葉ユーティリティ株式会社と随意契約致したい。 

 

 

 
記 

 

 
 

本業務は、東京港臨港道路南北線整備事業における沈埋函二次艤装工に必要な係
留施設を借上げるものである。 

 
当該係留施設は、沈埋函を係留できる水深を有すること、また、限られた工期の

中で確実に事業を進めるため、高い静穏度を有することが必須である。上記の条件
を基に係留施設を調査したところ、京葉ユーティリティ株式会社所有の係留施設以
外に適切なものは無かった。 

 
よって、会計法第 29 条の 3 第 4 項により、京葉ユーティリティ株式会社と随

意契約することとする。 

h83ab-minowa
テキストボックス
別紙４－７



平成２９年度 
 

随意契約理由書 

 
 

件   名   東京港特定外来生物定着防止緊急業務 
   

 
  本件は、下記の理由により 東洋建設株式会社 関東支店と随意契約いたしたい。 
                

記 
 

平成２９年７月６日、特定外来生物であるヒアリの侵入が東京港で取り扱われていた 
コンテナ内で確認された。 
７月２０日にはヒアリ対策関係閣僚会議において、ヒアリの侵入・定着を防止する 

ため、あらゆる事態を想定し、早急にヒアリ対策を取り組んでいくという方針が決定 
した。 
以上の状況を踏まえ、本業務は、ヒアリ定着及び被害の拡大を防止することを目的 

とし、コンテナヤードにおいて、ヒアリの生息環境となり得る箇所の対策を緊急的に 
実施するものである。 

 
従って、平成２８年３月２３日付で締結した「災害時の応急対策業務等に関する協 

定書」に基づき 一般社団法人 日本埋立浚渫協会 関東支部 に対して対応可能な 

会員の情報収集依頼を行った。 

  対応可能な会員の報告をもとに、協定書第６条（業務の実施体制等）により、業務の 

内容及び使用可能な資機材等の保有状況等を総合的に判断した結果、本件における応急 

対策の出動者を、東洋建設株式会社 関東支店に特定した。 
 

以上の理由により、会計法第２９条の３第４項、予決令１０２条の４第３号の規程に 
基づき契約するものである。 

h83ab-minowa
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